
要 旨

日本静脈学会から肺血栓塞栓症／深部静脈血栓症
予防ガイドラインが2004年に本邦で初めて策定さ
れ，同時に予防管理料の算定が認められた．当院に
おいては2007年より同ガイドラインを参考に独自
の院内用ガイドラインを作成し，系統的な周術期
VTE予防計画表を作成し外科系診療科の周術期
VTE予防に運用している．その内容は術前背景お
よび術式をそれぞれ点数化し VTEの術前リスク評
価を総合的に行い，リスクに応じた周術期の予防対
策を行っている．2009年4月から2014年3月まで
の6年間の予防対策結果を報告する．提出件数は
20，195件であった．VTE発生件数は98例（0．49％）
であり，そのうち致死性 VTEは4例（0．02％）で
あった．致死性 VTE発症例はいずれも高リスク群
であり最高リスク群で致死性 VTEの発生は認めな
かった．抗凝固療法を推奨する高リスク群，最高リ
スク群において抗凝固療法が実際に行われたのはそ
れぞれ0．02％，21．5％であり，抗凝固療法併用群
において重篤な VTE（肺塞栓，中枢型 DVT）の発
生は認めなかった．当院における周術期 VTE発生

率は系統的予防対策により2004年のガイドライン
データと比し低かった．致死性 VTEの発生率は低
かったが全例高リスク群より発生しており高リスク
群症例に関しては個別に抗凝固療法の検討が必要と
考えられる．

背 景

静脈血栓塞栓症（venous thromboembolism ;
VTE）とは，肺血栓塞栓症（Pulmonary Embo-
lism ; PE）と深部静脈血栓症（Deep Vein throm-
bosis ; DVT）の総称であり，どちらか一方でも
両者が混在していても VTEと呼ばれる．PEを
発症すると約30％が死亡に至るとされてお
り1），また PEのほとんどは DVTから発症する
と言われる2）．悪性腫瘍手術の周術期死亡の半
数は VTEが原因とするとの報告もあり3），周術
期 VTEに対する予防は非常に重要である．日
本では2004年に VTE予防ガイドラインが上伸
され，領域別ガイドラインとともにエビデンス
も蓄積されている．当院においては2007年より
同ガイドラインを参考に独自の周術期 VTE予
防計画表を作成し運用している．当院における

当院における周術期VTE予防への取り組みと成果

岩佐 憲臣＊ 藤中 良彦＊＊ 森崎 浩一＊

山岡 輝年 松井 貴司＊＊ 小宮 和音
佐野 瑛貴＊＊＊ 藤下 卓才＊＊＊＊ 財津 瑛子＊＊

梶原勇一郎 戸島 剛男 森田 和豊
波呂 祥＊＊＊＊ 堤 敬文＊＊ 川口 英俊＊＊＊

白石 猛＊＊＊＊＊ 内山 英昭＊＊ 高橋 郁雄
横山 秀樹＊＊＊＊ 西崎 隆＊＊

Key words : VTE, prophylaxis, perioperative

＊松山赤十字病院 血管外科 ＊＊＊＊松山赤十字病院 呼吸器外科
＊＊松山赤十字病院 外科 ＊＊＊＊＊松山赤十字病院 臨床腫瘍科
＊＊＊松山赤十字病院 乳腺外科



VTE予防計画表運用の成果に関し報告する．

対象と方法

調査対象は2009年4月1日から2014年3月31
日の期間に手術に際し VTE予防計画表を運用した
症例．当院における手術症例を VTE術前予防計画
表に則り，術式リスクと術前全身状態リスクより術
前 VTEリスクを5段階に層別化し（リスクなし
群，低リスク群，中リスク群，高リスク群，最高リ
スク群），各症例に術前リスクに応じた周術期 VTE
対策を施行した（周術期の弾性ストッキングの着
用，間欠的空気圧迫装置の使用，抗凝固剤の使用）．
低リスク以上の症例に弾性ストッキングの着用を推
奨し，中リスク以上では弾性ストッキングに併せて
間欠的空気圧迫装置の周術期使用を，高リスク以上
ではさらに抗凝固薬の併用を推奨した．最高リスク
群においては弾性ストッキング，間欠的空気圧迫装
置，抗凝固療法の原則併用とした．各 VTEリスク
レベルにおける最終的な VTE予防策実行に関して
は主治医に委ねられた．退院時にそれぞれの症例の
VTE発生の有無とその他 VTE予防策の有害事象
に関する転帰を集計した．

成 績

総数で20，195症例に VTE予防計画表が運用さ
れた．リスクレベルの内訳は最高リスク群279人，
高リスク群11，397人，中リスク群6，549人，低リ
スク群1，901人，リスクなし群39人でありそれぞ
れの VTE発生は最高リスク群8人（2．87％），高
リスク群86人（0．75％），中リスク群4人（0．06％）

で低リスク群，リスクなし群では VTEの発生はみ
られなかった．全体では98人，0．49％の VTE発
生率であった（Table1）．VTEの重症度別の解析
では致死性 PE発症症例は4例（0．002％），症候性
PE発症症例は13例（0．064％），中枢型 DVT発症
症例は4例（0．02％），下腿型 DVT発症症例は77
例（0．381％）であった．全体での PE発症は17例
（0．08％）であった（Table2）．致死性 PE発症4
症例には全例に PCPSが挿入されたが救命率は
25％（1例のみ）であった（Table3）．致死性 PE
を発症した4例はいずれも高リスク群の症例であ
り，また症候性 PEを発症した13例のうち12例
（92．3％）もまた高リスク群症例であった．高リス
ク群のみでの重症度別の VTE発症は致死性 PE4

Table 2 周術期 VTEの発生状況（VTE分類別）

Table 3 致死性 PTE症例の転帰

Table 1 松山赤十字病院 周術期 VTEの発症状況
（2009年4月1日～2014年3月31日）

Table 4 高リスク群での周術期 VTEの発生状況
（VTE分類別）
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例（0．035％），症候性 PE12例（0．105％），中枢型
DVT2例（0．018％），下腿型 DVT68例（0．597％）
であった（Table4）．当院での VTE発生例はほと
んどが高リスク群からではあったが2004年の VTE
予防ガイドラインデータ（致死性 PE0．4～1．0％，
症候性 PE2～4％，中枢型 DVT4～8％，下腿
型 DVT20～40％）1）と比し VTE発生率は低かっ
た．周術期に抗凝固療法が併用された症例は最高リ
スク群において59例（21．5％），高リスク群におい
て184例（0．02％）であり合計243例（0．012％）
であった．抗凝固療法併用症例では PEの発生は認
めなかった（Table5）．

考 察

外傷や手術後に VTEを多く発生することは1960
年代になって知られるようになった．周術期に多く
起こる要因として手術侵襲による全身炎症反応と凝
固能の亢進，長期の安静，悪性腫瘍などが関連する．
日本では現在まで大規模な VTEの発生率調査はな
いが人口動態統計や剖検例から推定すると VTEの
発生頻度は50年間にそれぞれ10倍と3．5倍の増加
が認められると報告されている4）．本邦においては
2004年に VTE予防ガイドラインが初めて策定さ
れ，同時に予防管理料の算定がみとめられると理学
的予防法が普及した．2008年以降フォンダパリヌ
クスやエノキサパリンの登場により皮下注射による
抗凝固薬による予防が普及し，近年は経口 Xa阻害
剤であるリクシアナが整形外科領域において周術期
VTE予防に使用可能となった．今回の我々の解析
は周術期 VTE予防として皮下注射 Xa阻害抗凝固
剤使用可能となってからリクシアナ登場前のデータ
で行った．高リスク以上の症例において主治医判断

で実際に抗凝固剤を周術期に使用した症例は高リス
ク群で0．02％，最高リスク群で21．5％であった．
予防計画表では抗凝固剤の使用に関し高リスク群で
は『使用を考慮』，最高リスク群においては『原則
使用』という推奨レベル下で抗凝固剤の使用頻度は
決して高くなかったが実際の VTE発生頻度は高く
はなく，術前に予防計画表を作成することでの数値
化はできない目に見えない効果は多分にあったもの
と考えられた．致死性 PEを発症した4症例はいず
れも高リスク群からの発症であり，また症候性 PE
を発症した13症例中12例（92．3％）も高リスク群
からの発症であった．致死性 PEを減少させる最も
効率的な予防は抗凝固療法であり5），高リスク以上
の症例では積極的な使用が望まれる．高リスク群を
さらに層別化し，より VTE発症リスクレベルの高
い症例においてはより強く抗凝固剤の併用を推奨す
ることも今後の改善策のひとつとも考えられるが全
体として VTE発生率は抑えられており，予防計画
表の煩雑化による VTE予防策の普及・継続に支障
がでてしまう可能性もある．予防計画表を複雑化す
るよりも院内においての VTEに対する意識向上を
促すことがより重要とも考えられる．実際今回の予
防計画表においては診療科により診断率の違いが顕
著であった（Table6）．当然ながら VTE発生率は
手術内容により異なるが特に下腿型 DVTは多くが
無症候性であり，疑って下肢静脈エコーを行わなけ
れば診断に至らないために診断意識の診療科ごとの
違いは否定できない．今後，これらの問題をひとつ
ずつ解決し医療安全の向上に努めていく必要があ
る．

Table 5 周術期 VTEの発生状況（抗凝固療法別） Table 6 周術期 VTEの発生状況（診療科別）
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We have enforced perioperative prophylaxis for VTE since2007. In this paper, the results
and survey problems of VTE prophylactic measures in patients are described. VTE patients on
prophylaxis undergoing a surgical operation were surveyed from 2009 to 2014（total 20195
patients）. The prevalence of perioperative VTE in our study was0．49％ and most of them were
in the high risk group. The prevalence of fatal pulmonary embolism was 0．02％ and their
survival rate was25％. The practice of perioperative VTE prophylaxis was effective and the
prevalence of VTE was decreased. Future studies will help us improve our ability to minimize
the risk of perioperative VTE, and reduce mortality by preventing perioperative VTE.
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